
 

Webサイトを利用した消費者参加

商品開発の有効性

加 藤 高 明

１．は じ め に

今日では，インターネットに代表される情報技術の急速な進展により，各個人が自由に世界

に向けて情報を発信したり，世界から情報を受信したりすることが容易である．テレビやラジ

オのようなメディアでは一方向に情報が流れるのに対し，インターネットでは双方向のインタ

ラクティブ性をもった情報のやり取りが可能となっている．企業はこの双方向性を有効に利用

すれば，製品やプロモーション情報などを消費者に伝えるだけではなく，消費者からの要望や

ニーズを低コストで入手でき，それを活かすことで競争力の源泉である商品開発力を高められ

るはずである．実際に消費者が開発に参画してヒットとなった商品も数多く報告されている．

ところがここ最近，消費者を商品開発に参画させてヒット商品を生み出したWebサイトが，

消費者参加型商品開発のページを閉鎖したり休止したりする例が目につくようになった．企業

が自ら開発し生産した商品を一方向的に供給するプロダクト・アウトの発想から，消費者の意

見に耳を傾け，そのニーズを反映した商品を提供するマーケット・インへの発想転換が不可欠

と考えられているにもかかわらず，である．消費者の本当に欲しい商品が開発できる，という

鳴り物入りで登場した消費者参加型商品開発Webサイトが，なぜ失速の様相を呈しているの

か．消費者が商品開発に参加するスタイルとしての消費者志向には，有効性は期待できないの

か．Webサイトを用いての消費者の商品開発への参加は，成果を出し得ないのか．本稿では，

代表的な消費者参加型商品開発Webサイトの状況を調査し，その問題点や有効性についての

整理と考察を行う．

２．新たなコンピタンスの源泉である顧客を商品開発へ取り込む

インターネットや ITの普及は，カスタマー・コンピタンスの考え方を現実のものとさせるよ

うになった．カスタマー・コンピタンスとは，顧客を企業の新たなコンピタンス（その企業な

らではの競争力）の源泉としていこうとするものである が，簡単に言えば，顧客の保有して
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いる知識やスキル，アイディア，ニーズを企業内に取り込んで，優位な競争力を生み出すこと

である．顧客と企業が情報のネットワークで連結されることで双方向の情報交換が可能となり，

顧客を新たなプレーヤーと認識して商品開発に巻き込むことを可能にするものである．従来の

コンピタンスの考え方は，提携企業を含む企業側においてその競争優位の源泉を求めようとす

るものであったのに対し，カスタマー・コンピタンスでは，これまで対峙すると考えられてき

た買い手である消費者や顧客に競争優位の源泉を求めようとするところに特徴がある．そして

カスタマー・コンピタンスの具体的な方策としては，インターネットを利用して消費者や顧客

を商品開発の過程に取り込むことが行われている．消費者や顧客との直接的な接点の場として

「消費者参加を目的とする商品開発のWebサイト」を設置，双方向のやり取りから消費者の意

見や要望，アイディアを収集して商品開発に活用しようとするものである．

この「消費者参加を目的とする商品開発のWebサイト」は，設置者の違いにより設置形態も

異なっていて，表１に示す４つの種類が存在している．

次章では，これら４種類のそれぞれについて事例を示し，仕組み等の検証を行う．

３．Webサイトを利用した消費者参加型商品開発の事例

ここでは新聞，雑誌の公開情報や実際のWebサイト閲覧を基に，「消費者参加を目的とする

商品開発のWebサイト」の設置形態別にその事例と現状をまとめ，代表的な事例についての説

明を行う．

表１ 消費者参加を目的とする商品開発のWebサイトの種類

設置者 設置形態

１ メーカー メーカーの自社Webサイト内または関連のWebサイト内に設置

２ 流通業者 流通業者の自社Webサイト内または関連のWebサイト内に設置

３ メーカーや流通業者以外の第

３者

消費者参加型商品開発専門Webサイトとして独立して設置

４ 各種のネット・サービス を

提供するポータルサイト

ポータルサイト内の一つのコーナーとして設置

１）Prahalad,C.K.and Venkatram Ramaswamy［1］

２）例えば，口コミ情報の投稿・閲覧，商品検索，店舗検索，オンラインショッピングなどがある．

３）インターネットでいろいろな情報を閲覧する際に，最初に入るWebサイト．ある特定の情報に関して，

その情報そのものを収集・展開し，リンクへの起点となっているページもポータルサイトという場合があ

る．
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3．1 メーカーが，自社Webサイト内または関連のWebサイト内に設置

メーカーが直接消費者と接点をもつために，メーカーの自社Webサイト内あるいはそこか

らリンクしている関連のWebサイト内に「消費者参加を目的とする商品開発のWebサイト」

を設置している場合である．その代表的な事例と現在の状況をまとめたのが，表２である．

NECは，自社製品やサービスの紹介，サポートなどを目的とするWebサイト「121ware.

com」において，登録した会員間での「パソコンの利用環境の改善」についてのディスカッショ

ンを基に，コクヨと共同でパソコン整理棚を商品化した．この商品は，コクヨのPCサプライ用

品販売サイト「さぷらいふ」で2002年８月から販売が開始された．商品化にあたり，パソコン

の所有台数の違いを始めとするさまざまなユーザーの使用環境用途への対応の困難さや，試作

品を実際に試す座談会の席上でも新たな参考意見が出てくるなどから，最終的な形の決定には

多くの時間が費やされているが，今までとは違うユーザー層の掘り起こしや，異業種企業によ

る共同商品開発という話題性も期待された．しかし，「121ware.com」では，現在のところ消

費者参加型商品開発に関すると思われるページは存在せず，登録会員同士の情報交換の場とし

ての「わいわいフォーラム」が，パソコン初心者の質問・疑問に先輩ユーザーが答えることを

目的として設置されているだけである．

カシオ計算機の場合は，ネット上でのデザインコンテストの形をとり，ユーザーが文字盤や

バンド，ロゴなどを組み合わせてデザインを応募．2000年12月から2001年２月まで受け付け，

約800件の応募があった．2003年１月に投票が行われ，約１万8000人が参加して，上位３モデ

ルの「G-SHOCK」と姉妹ブランド「Baby-G」１モデルが商品化された．デザインを考えるに

は「G-SHOCK」とはどんな時計だったのかを調べることを想定，それによって再び「G-

SHOCK」への関心を呼び覚まそうというプロモーションも含んだ商品開発の例である．現在，

消費者参加商品開発のページは存在していない．

コクヨは，NECとの共同でパソコン整理棚を開発する前からユーザーとのコミュニケー

ションを重視して，その意見に耳を傾けてきている．これまでPDAの革ケース，ノートパソコ

ン用のモバイルバッグなどを商品化してきたが，サイトを訪れるユーザーの声を取り入れ「一

番出しショップ」のページで限定販売して，反響を確認してから実際の販売に踏み切る方法を

とっている．実際の販売においても，その商品を購入したユーザーからの意見を確認できたり，

自らの意見も手軽に書き込める仕掛けが施されている．しかし新商品に関する「専用会議室」

の参加者募集は，2000年11月より休止のままとなっている．

商品ごとに独立したWebサイトを開設している菓子製造販売の湖池屋は，タブレット型菓

子「ピンキー」のサイトで実施した味に関するアンケートを基に「ピンキーシトラスミント味」

を開発して，2000年11月から販売，一番人気の「ピーチ味」に迫るヒット商品にしている．約

900人のアンケート結果と7,000個もの試作品を経て誕生したものであるが，1998年７月にピ
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表２ メーカーの自社Webサイト内あるいは関連Webサイト内に設置の事例

企業名 これまでの主な開発商品 開発の概要 現在の状況

NEC

パソコン整理棚 Webサイト上の掲示板
やアンケートを通じて得
たユーザーの意見を基
に，コクヨと共同でパソ
コン整理棚を開発．

現在，消費者参加型商品開
発のページと思われるもの
は存在しない．初心者の質
問に対し，先輩ユーザーが
答えるNEC商品購入者専
用の情報交換「わいわい
フォーラム」は存在．

カシオ計算機
腕時計「G-SHOCK」の
新モデル

Webサイト上でデザイ
ンコンテストを実施．

現在，消費者参加型商品開
発のページは存在せず．

コクヨ

・PDA の革製ケース
・ノートパソコン用バッ
グ

商品をネットで試験販売
し，購入ユーザーから意
見を聞き改良．

PCサプライ用品販売サイ
ト「さぷらいふ」で新商品
に関する「専用会議室」が
あるとしているが，その参
加者募集については2000年
11月頃より休止中．

湖池屋

タブレット型菓子「ピン
キー」の「シトラスミン
ト味」

「ピンキー」専用サイト
での味に関するアンケー
トを基に開発．

食べた感想や意見を書き込
む掲示板はあるが，アン
ケートを行うページは存在
しない．「ピンキーシトラス
ミント味」は現在発売され
ていない．

シチズン時計

腕時計 ユーザーがデザインした
腕時計を受注生産で販
売．

オリジナル時計を作れる
「マイクリエーション」の
ページはあるが，過去の内
容の閲覧のみ可能．

セイコーウオッチ
腕時計「WIRED」の新モ
デル

Webサ イ ト上でユー
ザーの声を収集して，活
用．

これまでのモデルで関心の
あるもの，文字盤の色など
のアンケートを実施．

トリンプインター
ナショナル

下着 「こんなインナーあった
らいいな」など，設定さ
れたテーマに対してメー
ルでアイディア募集．

ワンクリック投票 など
も設置して，幅広いテーマ
で意見を収集中．集計結果
も公開．

松下電器産業

DVテープデザインやデ
ジタルカメラの色に活用

ショッピ ン グ サ イ ト
「Pana Sence」の「デザ
イン工房」のページでア
ンケートやアイディアの
募集．

2003年１月に「デザイン工
房」は閉鎖．

４）URLは，http://121ware.com/

５）URLは，http://www.g-shock.jp/

６）URLは，http://www.sapulife.com/

７）Personal Digital Assistant携帯情報端末

８）URLは，http://pinky.frente.co.jp/

９）URLは，http://www.citizen.co.jp/watch/

10）URLは，http://www.w-wired.com/

11）URLは，http://www.triumphjapan.com/

12）Webサイト上の指定個所をクリックするだけで答えられる，簡易的なアンケート．
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ンキーの専用サイト開設以来，希望者全員へのピンキーのプレゼントやマスコットキャラク

ターのバッジデザインコンテストの開催など，ユーザーとのコミュニケーションに気を配って

いる．こうしたコミュニケーションを楽しんだ体験なども，商品を構成する大切な要素として

開発に活かされている という．しかし現在は，アンケートを実施するページは発見できず，

ピンキーの中に「シトラスミント味」の姿は無く，発売は終了している．

アパレルでは，下着メーカーのトリンプが積極的にWebサイトを活用している．約600人の

消費者の意見を収集して女性用下着を開発して2001年５月に発売，予定枚数の5,500枚を２日

間で完売した．ワンクリック投票なども設置して幅広く意見を収集し，その集計結果なども積

極的に公開している．第２弾は，「クリスマスに着たい下着」をテーマに商品を開発，Webサイ

トでの先行販売と直営店の店頭販売で，約１ヶ月の間に8,000枚を売り上げている．そして第

大塚食品
ティーパック型スープ
「ブレファスープ」

会員登録されたワーキン
グウーマンの500人から
意見を収集．

「新商品のモニター」は募
集している．「ブレファスー
プ」は，生産中止．

リコーエレメックス

男性腕時計「WALG」，
「北斗の拳」

コンセプトに関するアン
ケートに始まり，デザイ
ン案に対する人気投票を
何度が繰り返す．

「WALG」第２弾の掲示板
があるが，殆ど書き込みは
なく，新企画と思われるも
のは見当たらない．2001年
６月から予約を開始した
「北斗の拳」は，現在も販
売中．

東芝

掃除機用ノズル 「たんぽぽママ」のサイ
トの「たんぽぽ商品ラボ
ラトリ」で 掲 示 板 や
チャットを利用して商品
開発．

「たんぽぽママ」は2002年
５月22日，検索ポータルサ
イト「フレッシュアイ」の
「TANPOPO」のコーナー
へ移転．「たんぽぽ商品ラボ
ラトリ」は削除．

ヤマハ

MP3レコーダー 開発者のアイディアを公
開し，盛り込むべき機能
などを掲示板を利用して
消費者から収集．

消費者が商品開発に参加で
きるサイト「企画室」は継
続．プレヤーソフトは，テ
ストモニターの募集が終
了．モニターアンプ「スア
ラ」および片手で弾ける「光
るギター」，「光るウクレレ」
は，現在消費者の意見収集
中．

13）URLは，http://www.sense.panasonic.co.jp/

14）URLは，http://www.otsukafoods.co.jp/

15）URLは，http://www.timerex.com/

16）URLは，http://tanpopo.fresheye.com/tanpopo/

17）URLは，http://www.music-eclub.com/produce/

18）音楽データを圧縮して記録し，再生する装置．

19）小川［７］p.85
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３弾は，1,500人の声を集めての商品開発，第４弾はWebサイトだけではなく，店頭でも消費

者の声を収集してのクリスマス向け下着を2002年11月に発売している．Webサイトは継続し

て商品開発に利用されている．

家電メーカー最大手の松下電器産業は，かつてテレビの色やデザインに関してインターネッ

トを通じて消費者の意見を収集していたが，2001年１月からは子会社である松下ネットワーク

マーケティングの運営するECサイト「Panasense」の「デザイン工房」のコーナーで，消費者

からの商品デザインに関するアンケートや投票を開始した．デジタルビデオテープのデザイン

や個人用調理器具の色に関するアンケート，デジタルカメラの色の人気投票，プラズマテレビ

用のインテリア家具のデザイン募集などを行い，平成14年版情報通信白書の中でも「このサイ

ト（デザイン工房）では，提案されたアイディアに基づく商品化を宣言して消費者からの意見

や提案を求めており，単なる意見収集にとどまらない，実際の商品開発を前提とした取り組み

となっている．平成13年からは，約2年かけて消費者意見主導の扇風機の製品開発を行うプロ

ジェクトを進行させている」と紹介されている．ところが2003年１月，「デザイン工房」のコー

ナーは閉鎖となっている．

東芝についても，同じような状況がある．子育て主婦ためのコミュニティサイト「たんぽぽ

ママ」の中の「たんぽぽ商品ラボラトリ」のコーナーで，消費者・メーカー共同での商品開発

を呼びかけた．掲示板，チャットでの意見交換を基に2001年３月に掃除機用アタッチメント「薄

型すき間ノズル」，「網戸ブラシ」など4種類を発売，９月にも同じく掃除機用アタッチメント

の「ふとん用ブラシ」を発売し，掃除機の付属品全体で前年比２倍の売上を上げた．その後「新

しいエアコン」等のテーマに関する意見募集が行われたものの，2002年５月22日をもって「た

んぽぽママ」のサイトは東芝から離れ，検索ポータルサイト「フレッシュアイ」の「TANPOPO」

のコーナーへ移転している．「たんぽぽ商品ラボラトリ」は削除され，商品開発に消費者の意見

や提案を取り入れる仕組みは，閉鎖されている．

ヤマハは，2002年11月にMP3レコーダー「サウンドスケッチャー」の販売を開始した．こ

の商品の開発にあたっては，まずWebサイト上で開発担当者が基本的な商品コンセプトを示

し，商品企画のアイディアや使い方の提案などを掲示板で幅広く消費者から募集して，完成度

を高めるというものであった．ユーザーからの書き込みは１ヶ月で160件以上，商品化に対し

て有効な意見も多く，優秀アイディア賞として６件が選出されて音楽ギフト券が送られている．

またユーザーも一緒に開発しているような気分を味わえるよう，開発の日常も日記形式で公開

されている．現在続く企画として，プレーヤソフト「ミッドラジオプレーヤ 」はテストモニター

の募集が終了，モニターアンプ「スアラ 」，「光るギター 」のリードギターバージョン，「光

るウクレレ 」は，消費者からのアイディア，意見を収集中である．

20）インターネット上でオーディオの再生ができるソフトウェア．

21）楽器用アンプやパソコン，CDなどの外部モニターとして使用できるスピーカー．
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これまでみてきたように，メーカーが中心となって消費者を商品開発に取り込み開発した商

品は，事務用品，時計，食品，電気製品，アパレルなど幅広い分野にわたる．大ヒット商品に

成長したものはないものの，ある程度の売上は確保され，また「G-SHOCK」などは一部の消

費者には熱狂的に受け入れられている．

3．2 流通業者が，自社Webサイト内または関連のWebサイト内に設置

流通業者が，消費者からアイディアや提案を募集するために，流通業者の自社Webサイト内

あるいはそこからリンクしている関連のWebサイト内に「消費者参加を目的とする商品開発

のWebサイト」を設置している場合である．その代表的な事例と現在の状況をまとめたのが，

表３である．

伊勢丹は，これまで店頭での接客や販売員を通じて意見収集する「ウォントスリップ」やア

ンケートなどから，顧客の声に対応した商品作りを行ってきた．既製品が合わないという悩み

を持つ１万人の女性から素材やデザインなどの意見を収集して開発した，ふくらはぎ部分を

ゆったりさせた「筒ゆったりブーツ」は，年間3,000足を売り上げている．これらの実績を基

にインターネットを活用した「お客さま参加型商品開発プロジェクト」を開設，商品開発のテー

マについて，アイデアや意見，改善提案，商品モニターなどを行い商品化していく仕組みを作

り，ホームページの掲示板を用いて担当者と意見交換をしながらのデイスカッションを可能と

した．電磁波を遮断するための「多機能ワーキングエプロン」を始め，ずっと使うための「お

しゃれなマザーズバック」などが商品化されている．現在第６弾として，「大人のためのランチ

ボックス」と「働く大人の女性のための高機能ジャケット」の２つのプロジェクトが，2004年

３月に発売の予定である．

良品計画の運営するWebサイトの「MUJI.net」の「ネットコミュニティー」では，登録会

員による商品評価や新しい使い方の提案，商品開発への参加が可能となっている．この「ネッ

トコミュニテイー」で最初に商品化されたのが，日産のコンパクトカー「マーチ」をベースに

した「Muji＋Car1000」である．「こんなものが欲しい」という会員の投稿からスタートし，ア

イデアは，無印良品がテーマ別にプロジェクトとしてまとめて提案，投票と予約数などを基に

支持を集めたものが，商品化されるようになっている．「Muji＋Car1000」は93万円という低

価格もあり，８ヶ月で予定の1,000台を売り切っている．その後も「持ち運びできるあかり」，

「体にフィットするソファ」，「壁棚」などが商品化されている．「みんなの声からモノづくり」

を前面に押し出し，多くの企画が進行中である．

セブンイレブンのオンラインショッピングサイト「セブンドリーム・ドットコム」は，2000

22）コードを押さえなくても，自動演奏されるギター．

23）「光るギター」のウクレレ版．
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年７月にオープンしたが，消費者参加型商品開発のコーナー「欲しい! プロジェクト」も同

時に開設している．「欲しい! プロジェクト」では，会員登録したユーザーが自由に専用掲示

板に意見を書き込み，その中からアイディアをすくい上げたり，不満点を解消したりして商品

開発を進めるというものである．そのプロジェクトから初めて商品化されたのが，「appetime」

という腕時計である．セイコーインスツルメンツの協力で，第一弾は８月の開発チーム発足か

ら４ヶ月で販売までこぎつけ，15,000個を売り上げている．消費者のこだわりを集約した高級

感あるデザインに加え，開発・生産・流通・販売の一体化による低価格化の実現や，セブンイ

レブン店頭での実物の陳列やオンライン注文での商品受け取りも可能とするなど，eコマース

の新しいモデルといえるものである．しかし現在「欲しい! プロジェクト」は，マンパワー

の問題から運営が中止されている．

表３ 流通業者の自社Webサイト内あるいは関連Webサイト内に設置の事例

企業名 主な開発商品 開発の概要 現在の状況

伊勢丹

・多機能ワーキングエプ

ロン

・サブバッグ付きフォー

マルバッグ

・おしゃれなマザーズ

バッグ

・洗えるカシミア混ツ

イードパンツ

インターネット上からリ

クエストされた「商品化

して欲しいもの」に対し，

Web会員から募集され

たメンバーが掲示板で意

見交換．座談会やサンプ

ルに対する試着会（品評

会）で，商品化に対する

最終決定を行う．

大人のためのランチボック

スと働く大人の女性のため

の高機能ジャケットが，

2004年３月発売予定．

良品計画

（無印良品）

・日産マーチをベースに

し た「M u j i＋C a r

1000」

・ベッドまわりの照明

・体にフィットするソ

ファ

・壁棚

「こんなモノあったらい

いな」という要望を，登

録会員により投稿．

「みんなの声からモノづく

り」を前面に押し出し，継

続中．現在は「雨の対策」，

「ぶらさげて使うもの」な

どについて募集．既存商品

の改良にも積極的に取り組

む．

セブンイレブン

腕時計「appetime」 「欲しい! プロジェク

ト」で，登録会員により

書き込まれたアイディア

等を基に商品を開発．

現在「欲しい! プロジェ

クト」は終了し，消費者参

加型の商品開発は行われて

いない．

24）URLは，http://www.isetan.co.jp/icm2/jsp/shinjuku/info/onlyi/

25）URLは，http://www.muji.net/community/

26）URLは，http://www.7dream.com/

― ―58



3．3 メーカーや流通業者以外の第３者が，消費者参加型商品開発専門Webサイトと

して設置

メーカーや流通業者以外の第３者が，消費者から商品に関するアイディアや提案を募集する

ための専門のWebサイトを設置している場合である．エレファント・デザイン社の運営する

「空想生活」（http://www.cuusoo.com/）やエンジン社の運営する「たのみこむ」（http://www.

tanomi.com/）がよく知られている．

「空想生活」では，これまで金属筐体に覆われたレトロフューチャーデザインの液晶デスク

トップPCやウェットスーツ素材を使った携帯電話ケース，コードが絡まないMDプレーヤー

ケースなど11の商品を販売し，現在２種類のノートパソコン用トートバックが仮予約受け付け

中で，その他98種類のアイテムが商品化を目指して賛同者を募っている．エレファントデザイ

ン社は，３次元CGによる工業デザインの受託ビジネスを手がけていることや，同社の西山社長

がかつてオーダーメイドの鞄製造というビジネスを展開してたということもあり，デザインに

特色のある商品が中心である．消費者向け工業製品のオーダーメイドを提供するために

「CUUSOOシステム」が構築され，商品開発へのプロセスは図１に示すようになっている．

消費者は，Webサイト上で投票や意見表明を行うことで商品開発に参加し，実際のデザイ

ナーやメーカーの選定，生産発注，販売等の業務は，エレファント・デザイン社側で行ってい

る．元々雑誌経由で同様の事業を行っていたが，消費者意見の集計分析に手間取るため，平成

11年１月から「CUUSOOシステム」を開発してWebサイトを開設，インターネットの利用を

始めたものである．消費者は事前に会員登録し，自分の購入したい商品提案をしたり，電子掲

示板や電子メール等で提示されたデザインや仕様等について意見や要望を発信し，商品化の賛

図１ 「空想生活」の消費者参加型商品開発プロセス

（出所：総務省統計局Webサイト「平成14年度版情報通信白書」http://www.johotsusintokei.

soumu.go.jp/whitepaper/ja/h14/html/E1041600.html）
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否や仕様・価格についてWebサイト上で投票を行う．最終的に商品化が決定された製品につい

ては，共同購入方式により購入予約を行い購入する．製品を提供する企業側にとっては，受注

生産であるため，在庫負担リスクが少ないことに加え，生産計画が立てやすいなどのメリット

がある．消費者に対して各商品化候補アイテム別に製品化ステップの進捗状況を表す「プロダ

クト指数」や，消費者からの人気度を表す「ユーザー指数」といった製品化への見込み度合い

を伝えることにより，消費者の参加意識を高めている．

「空想生活」がデザイン性の高いハードウェアを中心とするのに対し，ハードウェアからソ

フトウェア，さらに食品のリクエストまで可能なのが限定受注生産サイトの「たのみこむ」で

ある．テレビ番組制作を手がける企画会社エンジン社の一事業として1999年12月，「たのみこ

む」が開設された．「たのみこむ」では，企業が消費者の企画・アイディアを募集するインター

ネット企画会議室「スペシャルボード」，消費者が企業に対して製品化を依頼するインターネッ

トブレインストーミングルーム「リクエストボード」，さらに限定受注商品の中から人気商品を

いつでも購入出来る「たのみこむショップ」から成り立っている．「リクエストボード」では，

（出所：「たのみこむ」Webサイト http://www.tanomi.com/）

図２ 「たのみこむ」における商品カテゴリー
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他のユーザーの賛同票やコメントを受け付け，企画，アイデア等を洗練していき，仮注文が一

定数以上になれば生産が開始されることになる．これまでに強風で傘が裏返ってもすぐに直せ

る「風らくらく傘」や「タレントとの食事会」など178アイテムが商品化されている．「たのみ

こむ」のユニークな点は，全くの新規製作依頼に加えて，廃盤商品の再発売を依頼することも

可能としているところである．「そう言えば昔あった．なつかしい」的なリクエストが寄せられ，

それらに対する「自分も好きでした」「復活したら絶対買う」といった賛同者の書き込みも見る

こともできる．図２は，「たのみこむ」における商品カテゴリーを示したものである．

ただ，「たのみこむ」事業部統括者によれば，商品化にはなにしろ手間がかかり「たのみこむ」

単体では収支はとんとんの状態であり，ほとんど利益は出ていない とのことである．

3．4 各種ネット・サービスを提供するポータルサイトが，１つのコーナーとして設置

新商品に関する企画募集を，各種ネット・サービスを提供するポータルサイトが１つのコー

ナーとして設置する場合である．食品，化粧品，衣料等の，より消費者に密着した毎日の生活

に欠かせない商品が中心となっている．その代表的な事例と現在の状況をまとめたのが，表４

である．

三井物産食料本部が開設した食品に関するポータルサイト「食の情報サイト―Food’s-Foo」

の「第１回日本一のカップ麵コンテスト」でグランプリを獲得した「インドメン」を東洋水産

が発売し，３ヶ月で160万食を売り上げたのは，よく知られている．「食の情報サイト―Food’s-

Foo」は，三井物産取引先の食品メーカーの商品紹介やレシピの紹介，試供品の提供などをコン

テンツとしているが，その中で消費者主導マーティングの実験として企画したのが，「日本一の

カップ麵コンテスト」であった．1000件強のアイディアの中から２万人の投票を経て選出され

た東洋水産の「インドメン」は，最終審査で10人の専門家と90人の全国からの一般消費者に

よる試食会で多くの指示を得て商品化されたものである．100万食売れればヒットといわれる

カップめんであるが，「インドメン」は大手コンビニエンスストアで販売，わずか３ヶ月で160

万食を売り上げている．発売後もWebサイトには，３万件以上の書き込みが見られ，数万人規

模の嗜好の集約が商品に反映された結果といえる．しかし，カレーの辛さなどが広く一般に受

け入れられるものではなく，その後生産中止となり定番商品化はされていない．

同じく「日本一のカップ麵コンテスト」で次点となったアイディアを商品化したのが，「お子

さまヌードル」である．子供を持つ母親の意見を基に開発された，業界初の乳幼児向けカップ

めんで，ノンかんすいの短いめんが特徴である．2000年８月に商品化され，２ヶ月で48万食を

27）詳細は，ネット時代の商品企画～「最大多数の最大幸福」への挑戦 第２回ニッチな希望を叶える“御用

聞き”サイト～「たのみこむ」（http://www.watch.impress.co.jp/internet/www/column/shohin/o2.htm）

を参照．

― ―61



表４ 各種ネット・サービスを提供するポータルサイトが，１つのコーナーとして設置の事例

ポータルサイト名
（設置者）

主な開発商品
（開発メーカー）

開発の概要 現在の状況

食の総合サイト
「Food’s-Foo 」
（三井物産）

カップめん「インドメン」
（東洋水産）

第１回日本一カップめん
コンテストで優勝したも
のを商品化．

新商品に関する企画募集の
コーナーは，現在ない．商
品カテゴリによっては，自
由な意見を書き込める掲示
板が設置されているが，
ラーメンに関する掲示板は
存在しない．また東洋水産
のサイトにも，掲示板はな
い．
「インドメン」は，当初３ヶ
月で160万食を売り上げた
ものの，その後生産中止．

乳幼児用カップめん
「お子様ヌードル」
（和光堂）

第１回日本一カップめん
コンテストで次点となっ
たものを商品化．

お子様ヌードルは，販売開
始後６ヶ月で100万食を売
り上げ，現在も発売中．

コスメ情報専門
ポータルサイト
「＠コスメ 」

（アイ・スタイル）

ポーチ，メイクブラシ，
パウダーなど

登録メンバーによるアン
ケート，掲示板への書き
込みや，試供品モニター，
サンプル配布の結果など
を基に商品化．

「商品企画室」のコーナー
では，「＠cosmeメンバー
の顔が見えるオリジナル
本」の制作が進行中．タイ
トルとキャッチコピーも募
集中である．

「Cafeglobe.com 」
（カフェグローブ・
ドット・コム）

各 種 ア ク セ サ リー
（Hitomi N.Y），スニー
カー（Hawkins）バッグ，
仕事用シャツ，部屋着な
ど

自由に意見を書き込める
「BBS」，いくつかの選
択肢から投票形式で選べ
る「VOTE」，メールでの
アンケートなどを基に商
品化．

「欲しいものは自分たちで
作ろう」プロジェクトでは，
現在開発中および過去に開
発された商品の開発プロセ
スがオープンにされていた
り，商品毎の掲示板が用意
されているものもある．

女性腕時計「Shesshes」
（リコーエレメックス）

アイディアや意見をe-
mailで募集．それを基に
商品化．

「商品開発委員会」のコー
ナーで，新商品開発継続中．
会員へのアンケートと試飲
会を基にした日本酒「舞膳」
（白鶴）が現在開発中．

「shes.net 」
（ユーズコミュニ
ケーションズ）

・「きのことビーフのカ
レー」
・具たっぷり食べるスー
プ「SOUP×SALAD」
（ヱスビー食品）

アイディアや意見を，会
員は掲示板へ書き込み，
会員以外はe-mailで募
集．それを基に商品化．

・マンズワイン［シー］
（キッコーマン）

e-mailで寄せられた意
見をもとに「商品開発
ミーティング」も開催．
出席希望者は，Webサイ
ト上で募集．

ブラックフォーマル
「＠MY EYE BLACK」
（帝人ファイバー）

会員に対するアンケート
を基に商品開発．

28）URLは，http://www.foods.co.jp/

29）URLは，http://www.cosme.net/

30）URLは，http://www.cafeglobe.com/

31）URLは，http://www.shes.net/
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売上げ，販売は継続されている．

現在「食の情報サイト―Food’s-Foo」では，商品カテゴリによっては自由な意見を書き込め

る掲示板が用意されているものもあるが，ラーメンに関する掲示板は設置されていない．また

新商品開発に関係する消費者主導マーケティングの試みと思われるコーナーも存在していな

い．

コスメ情報専門ポータルサイト「＠コスメ」は，化粧品に関する消費者の口コミ情報を集積

し，特定のメーカーやブランドに偏ることなく多彩な情報を提供している．続々と発売される

コスメ商品に対する感想や評価を登録会員が自由に投稿し，非会員が自由に閲覧できるクチコ

ミランキングがコンテンツの中心であるが，登録会員の意見やアイディアを基にした新商品企

画も行われている．図３は，これまでの新商品企画の紹介である．現在は，「＠cosmeメンバー

の顔が見えるオリジナル本」制作が進行中（図４）で，本のタイトルとキャッチコピーを登録

会員から募集している．

Cafeglobe.comは，女性向各種情報提供ポータルサイトである．ニュースや暮らしのTipsな

ど６つのカテゴリに分かれ，その中に「欲しいものは自分たちでつくろう!」という「Factory」

（出所：「＠コスメ」Webサイト http://www.cosme.net/cosme/html/evt/evtin-

dex.html/）

図３ ＠コスメのこれまでの新商品企画
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（出所：「＠コスメ」Webサイト http://www.cosme.net/cosme/html/evt/0334/08/）

図４ ＠コスメのオリジナル本タイトルとコピーの募集

（出所：「Cafeglobe.com」Webサイト http://www.cafeglobe.com/factory/）

図５ Cafeglobe.comの「Factory」カテゴリの内容
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図６ Cafeglobe.comのこれまでの開発商品

（出所：「Cafeglobe. com」Webサイト http://www.cafeglobe.com/

factory/）
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というカテゴリがある．

登録会員の意見を集約させた機能美＆オシャレなアイテム開発を目的とし，e-mailや掲示板

で積極的にアイディアや意見を収集している．図５に示したように，重点商品は商品毎に掲示

板が用意されたり，最近の投稿のプレビューが表示されるなど，意見収集への工夫が見られる．

図６は，これまでに開発された商品である．

女性ユーザーを対象にした無料のインターネット接続も提供するShes.netは，女性の「楽し

い暮らし」や「賢い生活」をバックアップするためのタウン情報やファッション情報，アパー

ト検索をはじめとする各種生活情報を発信するポータルサイトである．その中に商品開発とい

うコンテンツがあり，登録会員に対するアンケートや試食会，試飲会等を経て商品のネーミン

グやパッケージも登録会員から募集している．これまでヱスビー食品との共同で「きのことビー

フのカレー」や「具がたっぷり入ったスープ」，リコーエレメックスとの共同で腕時計，キッコー

マンとの共同でワイン，帝人の蓄熱保温素材を用いたブラックフォーマルウェア（販売はイトー

ヨーカ堂）などが商品化されている．最近では白鶴との共同開発で，料理と一緒に楽しむ日本

酒「舞膳」が商品化されている．ここで興味深いのは，共同開発するメーカーがどれもその商

品分野では大手であるということである．これはShes. netにおける消費者参加型商品開発と

いうものが，メーカーから評価されている表れであるといえる．

４．各消費者参加型商品開発Webサイトの特徴

ここまで「消費者参加を目的とする商品開発のWebサイト」の設置者別の事例と現状につい

てみてきたが，その特徴をまとめてみたい．

4．1 メーカーが，自社Webサイト内または関連のWebサイト内に設置している場

合の特徴

①仮説検証と販売促進に効果

商品化への流れは，おおむね図７のように集約できる．

ここで注意すべき点は，メーカーが主体となり消費者参加型商品開発を行う場合，消費者か

らアイディアや意見を収集するにあたってテーマ等はあらかじめ用意されていて，回答が想定

される質問を投げかけて反応をみたり選択肢から選ぶなど，新商品としての仮説を検証するも

のが多いということである．國領は，「コンピュータ・ネットワーク上のコミュニティの上で，

従来はコミュニケーションの物理的制約から交流することのなかった消費者たちが，商品や

サービスの情報を交換・共有し合い，それが商品の売れ行きや顧客満足に大きな影響を与える

ようになってきた 」と述べているが，この場合斬新な新商品の開発が目的というより，むしろ
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消費者間の口コミによる販売促進効果を期待するものといえよう．

②有効性はあるが実施方法は試行錯誤の段階

前掲の表２には「消費者参加を目的とする商品開発のWebサイト」の現在の状況も示されて

いるが，今もWebサイト上で消費者参加商品開発を継続しているのは，トリンプインターナ

ショナルとヤマハの2社のみとなっている．ここに示した12社は，雑誌・新聞等で成功例とし

て取り上げられるなど，Webサイトを用いた消費者参加型商品開発としてはそれなりの成果を

あげてきたはずであるが，そのうち10社が，その試みを現在中止したり休止したりしている．

それらの理由を調べるため，10社に対して各Webサイト上に明記されている問合せ先へのe-

mailおよび問い合わせフォームを利用して，次のような内容の質問を試みた．

〔質問内容〕

・過去に御社Webサイト上で，消費者の意見やアイディアを収集して○○という商品が開

発されていますが，それに続く同様の消費者が参加できる商品開発の企画は行われないの

でしょうか．

・もし今後もそのような企画は予定されていないとすれば，その理由は何なのでしょうか．

図７ 商品化への流れ

32）国領［10］
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10社中８社から回答を得た．以下に各社からの回答の概要を示す．

Ａ社

・消費者参加の商品企画については，現段階では実施の予定はない．

・○○という商品は他の同類の商品と比較して，独自の構造や生産ラインの問題でいろいろ

な制約を受けるため，多くの消費者からのさまざまな要望には，高いレベルで応えられな

い．

・以前実施した時も，当方で用意したデザイン，カラーから選択してもらう形式であった．

・マーケティング活動の一環として消費者の意見を聞く場は作る構想はある．ただ商品開発

には各種の技術も絡むため，聞いた意見をすぐに商品化するというのは，現実的には難し

い面もある．

・e-mail等で寄せられた意見等は，関係部署に伝え，商品開発の参考に利用している．

Ｂ社

・消費者参加による商品開発のページは，会員制コミュニティとして初期目的の，商品に関

するデザインや多くの意見を収集でき，商品やサービスにさまざまな形で反映させること

ができたため終了となった．

Ｃ社

・過去に収集したアイディアや意見は，いろいろな形で商品にフィードバック中である．そ

の様子のWebサイト上への更新は，遅れてしまっている．

・効果としてはかなりのものがあったため，今後も前向きな検討を考えているが，その実施

方法については模索中である．

Ｄ社

・過去にアンケートを基に商品開発を行ったが，現在のところ消費者参加型商品開発を行う

予定はない．

・意見等は，ホームページ運営の参考にする．

Ｅ社

・過去に商品化した商品の注文受付も，現在は行っていない．

・今後については現在検討中であるが，どのような方向性になるか全く分からない状態であ

る．
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方向性が決まり次第，Webサイト等で案内する予定．

Ｆ社

・消費者参加型商品企画は現在ストップの状態．これまでの企画でいくつかの課題があり，

それらがクリアできなければ新しい企画は実施できない．

・消費者参加型を取りやめたのではなく，より良い企画として新たなものを立ち上げようと

検討中である．

Ｇ社

・消費者の意見を集めての商品開発は現在行っていない．今後そのような開発を行うかどう

かは現段階では未定．

Ｈ社

・現在公開中の取り組みはない．今後開催する場合は，メールニュース等で案内する．

各社に共通しているのは，近々消費者参加型商品開発が予定されていることはない，とうこ

とである．平成14年版通信白書で『家電メーカー最大手の松下電器は，子会社である松下ネッ

トワークマーケティングの運営するECサイト「パナセンス」の１コーナー「デザイン工房」で，

消費者から商品デザインについてのアンケートや投票を通じて商品開発の参加を促している．

このサイトでは，提案されたアイディアに基づく商品化を宣言して消費者からの意見や提案を

求めており，単なる意見収集にとどまらない，実際の商品開発を前提とした取り組みとなって

いる．平成13年からは，約２年間かけて消費者意見主導の扇風機の製品開発を行うプロジェク

トを進行させている．』と紹介されている松下電器でも，2003年１月30日「デザイン工房」の

サイトを終了させている．また消費者参加の商品開発の有効性は認識しつつも解決すべき問題

や課題が多く，今後の方向性や実施方法を模索中しているのが殆どであることからみても，継

続するシステムとしての消費者参加型商品開発の確立は，試行錯誤の段階であるといえる．

解決すべき問題や課題は，上述した商品特有の構造や生産ラインの問題はもとより，数々の

ものが指摘される ．

ａ．消費者参加商品開発に魅力を感じて意見を述べる会員のプロフィールが，開発に必ずしも

有効でない．

ｂ．Webサイトを利用する理由が明確になっていない．メーカー自身も話題性程度の感覚の場

合もある．

33）例えば Japan. internet. comのWebサイト（http://japan.internet.com/wmnews/20021007/print1.

html）参照．
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ｃ．消費者の意見は多様にわたり全ての機能要求を詰め込むことは，極めて魅力のない商品に

成り下がり，誰にとっても欲しくないものになってしまう．

ｄ．Webサイト運営部門と商品開発部門の連携が悪いことも多い．

ｅ．消費者が自ら積極的，継続的に参加したくなるようなインセンティブや工夫，仕組みが弱

い．

ｆ．消費者への個別対応が基本となるため，費用対効果の面からみてコストや労力が予想以上

にかかる．

メーカーの収集できるアイディアや意見は，自社が扱う商品を対象にしたものや既存商品の

改良に関するものが中心となり，白紙の状態から商品コンセプトを導き出したいような場合で

の利用は前提とされていないと考えられる．

4．2 流通業者が，自社Webサイト内または関連のWebサイト内に設置している場

合の特徴

①会員属性に共通性があり，商品化されやすい

伊勢丹にしろ無印良品にしろ，流通業者自体を消費者がある程度ブランドとして認識してい

る場合，意見やアイディアを発信しようとする会員には共通性があると考えられる．これは，

よく似た趣味や志向を持った人々が意見を述べることは，まとまりが得やすく商品化しやすい

ことを示す．

図８は，伊勢丹における「働く女性のためのランチボックス」商品化への開発ステップを示

したものである．健康を意識してオフィスに弁当を持っていく女性が増え，店頭での「もっと

おしゃれなランチボックスが欲しい」との声から，大人の女性のためのランチボックス開発が

開始された．第１回アンケートには，500人以上の会員から回答が得られたという．商品化の流

れとしては，図７に示したメーカーが主体となり消費者参加型商品開発を行う場合と殆ど違い

は見られない．ただ伊勢丹，無印良品どちらの場合も，アンケートの結果や消費者からのコメ

ント，商品化の進行状況などがメーカー主導の場合に比べて詳細に逐一公開されているという

印象がある．共通性を持った会員と流通業者が一体となり商品を生み出そうという様子がうか

がえる．

②実店舗をもち，開発商品は店頭でも販売される

開発された商品はWebサイトでのオンライン販売はもとより，実店舗での店頭にも並んで

販売されている．実際に実物を見てから購入したいという消費者は多く，パソコンの画面だけ

から商品購入の判断をするには抵抗がある場合は多い．質感，色，大きさ，重量等について実

際に手に取って確認できることは，安心感を与えることができ販売には有効である．また実物
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を見ての感想や要望は，その場の店頭で収集することもできるし，後からWebサイト上からも

収集できる．特にWebサイトから収集された「声」は公開されるため，他の消費者の目にもふ

れることになり口コミ効果も期待できるものとなる．

4．3 メーカーや流通業者以外の第３者が，消費者参加型商品開発専門Webサイトと

して設置している場合の特徴

①まず消費者が商品案を提示し，これを訴求する形をとっている

これまでみてきた，消費者参加型商品開発をメーカーや流通業者がWebサイトを設置して

行う場合では，新商品開発のとりかかりとなるアンケートのテーマ設定などは，メーカーまた

（出所：伊勢丹Webサイト「オンリーアイ」のページ http://www.isetan.co.jp/icm2/jsp/shin-

jyuku/info/only i/を基に作成）

図８ 伊勢丹「働く女性のためのランチボックス」商品化への開発ステップ
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は流通業者側が行ってきた．しかし第３者が設置する消費者参加型商品開発専門Webサイト

では，まず消費者自身が商品案を提示し，これをWebサイト上で訴求する形となっている．

メーカーや流通業者からの接近を待つのではなく，消費者が自ら商品アイディアを積極的に企

業側に述べることが起点となっている．

②受注による生産体制の採用

「空想生活」，「たのみこむ」ともに受注による商品の生産体制を採用している．これは両社

とも小資本しか有しておらず，また供給者メーカーとして中小企業を想定しているためリスク

回避を配慮してのことである．

③特定の少数派ニーズに対応するためのニッチ商品が開発の中心

大量生産による一般受けする商品は，大手企業が得意とするところである．しかし消費者参

加型商品開発専門Webサイトでは，少数派ではあるがどうしても欲しいというニーズに対す

るニッチ商品の開発が中心である．消費者はどうしても欲しい商品に関しては活発な意見・ア

イディアを出し，それに賛同する人たちがそのアイディアを精錬していく．これに応えること

ができれば，ニッチなマーケットには必ず購入してくれる層が存在するため，生産ロット数の

予想がしやすくロスの発生も少ないと考えられる．

④消費者参加商品型開発の仕組みを提供することによる利益獲得

少数派ニーズを満たす小規模生産商品が中心であり，「空想生活」，「たのみこむ」ともにビジ

ネス規模は決して大きいものではない．2000年度の推定年間売り上げは両サイトともに2,000

万円程度であり ，「たのみこむ」の場合，それ自体では利益はほとんど出ていない．社員数や

価格帯，ロット数もかなりの小規模となっているが，これまでのように商品の売上により利益

を得るのではなく，両サイトとも，消費者参加の商品開発の仕組みを他企業で稼動させること

で利益を生み出すことが想定されている．実際には「空想生活」のシステムである「CUUSOO

システム」は，前述した無印良品の「MUJI.net」で利用されていて，また「たのみこむ」のシ

ステムは，コンビニエンスストアのミニストップなどへも提供されている．

34）小川［６］p.21．
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4．4 各種ネット・サービスを提供するポータルサイトが，１つのコーナーとして設置

している場合の特徴

①質の高い会員の声が収集できる

ポータルサイトは基本的に，ある特定分野や商品における消費者の口コミ情報を収集，蓄積，

提供する目的で設置されているため，組織化された会員の声を集めるノウハウは充分にある．

ターゲットとなる消費者から正確な情報を引き出せるため，質の高い意見やアイディアを収集

でき新商品開発に活用することができる．

②新規商品というよりも，現存機能を改良するような商品開発が中心

前掲の表４で各ポータルサイトがこれまで開発してきた主な開発商品を示したが，これまで

にない新規カテゴリの商品というものは少なく，食品であれば味や具材，小物類やアパレルで

あれば使い勝手や素材の改良による商品開発が中心である．ポータルサイトは，商品を使用し

た感想や要望などの口コミ情報が飛び交う場でもあり，その流れから商品開発についても改良

型が多くなっていると予想される．

③比較的短期間で商品化される

第３者が設置する消費者参加型商品開発専門Webサイトでの商品開発では，商品化までに

かなりの時間が必要とされている．例えば「空想生活」における商品化までの期間は，携帯電

話カバー10ヶ月，MDケースで16ヶ月，パソコン９ヶ月，「INSIPID PHONE」という電話機

においては47ヶ月以上かかっている．これは会員の意見調整や投票に加え，メーカーの探索と

交渉，販売会社の探索と交渉に時間が取られているためである．これに対しポータルサイトで

の場合は比較的短期間で商品化される．既存機能の改良型商品が多いということもあるが，特

に実際に商品を生産するメーカーや販売会社とはあらかじめ提携という形が採られていて，探

索や交渉する必要がないことがあげられる．そして提携によるメーカーや販売会社からの積極

的支援の得やすさも，短期間での商品化を実現する要因の一つといえる．

５．消費者参加型商品開発Webサイトの今後の行方

ここまで消費者参加型商品開発Webサイトの現状と特徴を，その設置形態別に整理してき

た．それぞれを対比しやすくするためにまとめたのが表５である．

これまで，インターネットを活用すれば従来の市場調査よりも低コストでかつ迅速に消費者

の意見やアイディアを収集でき，それは新商品開発に有効に活用できると考えられてきた．実

際に３章で示されたような多くのヒット商品が，生み出されている．しかしその後も消費者参
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加の商品開発を継続しているのは決して多いとは言えない．特にメーカーが商品開発に関する

Webサイトを設置する場合は，その殆どが実施方法の再検討や新しい方向性を模索中のため現

在は休止または中止されている．情報収集のためのアンケートテーマはメーカーがあらかじめ

設定していて，主導権はメーカーにあり，自社で扱う商品に対象が限定されるという色合いが

濃いために，新カテゴリーの商品というよりは従来品の改良が中心となる．そして限られた意

見への御用聞きスタイルが形成され，コストやマンパワーに対する見返りが期待できなくなっ

表５ 消費者参加型商品開発Webサイトの現状と特徴

商品開発Webサイトの設置 特徴 問題点

メーカー

・仮説検証と販売促進に効果が期待

できる．

・自社が扱う商品や既存商品の改良

に有効．

・消費者間の口コミによる販促効果

もある．

・アンケートのテーマ等はあらか

じめメーカーにより用意される

ため，斬新な新商品アイディア

は得られにくい．

・殆どのWebサイトが，消費者参

加の仕組みを休止または中止し

ている．

流通業者

・消費者からの情報収集のノウハウ

もあり，またメーカーや販売会社

との提携により比較的短期間で商

品化される．

・開発商品は実店舗の店頭にも並ぶ

ため，消費者に安心感を与える．

・新カテゴリの商品というよりは，

既存商品の改良型が中心である．

・アンケートのテーマ等はあらか

じめ流通業者により用意される

ため，斬新な新商品アイディア

は得られにくい．

・ヒット商品が出ても，その後コ

ストの関係で消費者参加の仕組

みを中止しているものもある．

メーカー，流通業者

以外の第３者

・白紙の状態で先ず消費者から商品

に関するアイディアが提示され

る．

・少数派ニーズのニッチ商品が中心

である．

・生産は小ロットの受注生産であ

る．

・消費者参加の仕組み（システム）

を他企業に提供することで利益を

獲得．

・意見の調整，メーカーや販売会

社の探索などにより商品化まで

の時間がかかる．

・商品そのものの売上で利益を確

保するのは，現時点では難しい．

ポータルサイト

・消費者の口コミ情報の収集，蓄積，

提供のノウハウを活かし，明確な

ターゲットから正確な情報を引き

出すことができる．

・新カテゴリの商品というよりは，

既存商品の改良型が中心である．

・製造メーカーや販売会社とはあら

かじめ提携の形が採られているた

め，支援が得やすく比較的短期間

で商品化できる．

・アンケートのテーマ等はあらか

じめポータルサイトにより用意

されるため，斬新な新商品アイ

ディアは得られにくい．
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ていると考えられる．

また池尾［３］は，「企業主宰のコミュニティであっても，企業による過度の介入は，ネット・

コミュニティ 自体の情報源としての魅力と有効性を低下させてしまう．」と指摘している．こ

れは商品開発の最終責任を持つメーカーが，消費者意見の代表ともいえるネット・コミュニティ

の運営も両立させることは困難が伴うことを示しているものである．本田技研工業のWebサ

イトには，開発担当者と消費者のコミュニケーションの場としての「技術研究所ワイガヤルー

ム」があるが，多いときには一つのテーマに対して800以上の投稿がされるほどの盛況なコミュ

ニティである ．開発担当者の自動車好きユーザーとしての消費者視点を感じさせるコメント

も評判であったが，現在は過去の投稿内容の閲覧のみで，意見を述べる仕組みは休止されてい

る．新しい取り組み方を検討中というのがその理由であるが，企業側がコミュニティへの過度

の介入を避けようとしている一例と捉えることもできる．

情報の発信権，選択権，編集権を企業側がいつまでも持ち続け，ユーザー側に委譲しないと

なるとネット活用での成功は期待できない．特にメーカーが，消費者参加型商品開発Webサイ

トを設置する場合は，新たなコミュニティの構造や運営方法の検討が必要とされよう．

流通業者が商品開発に関するWebサイトを設置する場合も同様に，その主導権は流通業者

にあるが，開発進行状況の詳細な公開などから生まれる消費者との一体感や店頭での実物陳列

などは，斬新な新商品の登場は期待できないにしろ，消費者があと一工夫あればと思っていた

商品の開発には有効であり，今後も継続されていくと考えられる．

消費者参加型Webサイトをメーカーや流通業者以外の第３者が設置する場合は，新商品に

関する発信権は消費者にあり，白紙の状態で先ず消費者から欲しい商品のアイディアが提示さ

れる．メーカーや流通業者からの接近を待つのではなく，消費者が主導となり本当に欲しいも

のが提示されることになるが，ニッチ商品になりやすく小ロットでの生産になる．現時点では

商品の売り上げでの利益獲得よりも，他企業に対する「仕組み」としてのシステム提供による

利益確保が想定されているため，今後は商品の売り上げでも利益を確保できるようなシステム

構築が重要なポイントである．

ポータルサイトが消費者参加型Webサイトを設置する場合も，流通業者が設置する場合と

類似しているが，そのカテゴリに集中した口コミ情報や収集ノウハウから，より明確なターゲッ

トからの正確な意見，アイディアを引き出すことができる．製造メーカーや販売会社との提携

の形が採られているため，支援が得やすく商品化が容易で，ある程度の売り上げが見込める商

35）ここでいうネット・コミュニティとは，Web上での掲示板など，双方向のコミュニケーションができる

仕組みを示している．

36）岡田・加藤［５］p.70

37）詳細は，japan.internet.comのWebサイト（http://japan.internet.com/research/20030516/1.html）

参照．
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品であれば，今後も継続して実施されていくと考えられる．

インターネットコム株式会社と株式会社インフォプラントが行った調査 では，インター

ネットを利用しての消費者参加型商品開発について約８割が参加してみたいと思っているもの

の，実際に参加したことがあるのは２％である．消費者の意見を商品開発に取り入れるという

姿勢は多くの支持を得ていて，インターネットを利用した消費者参加型商品開発の取り組みは

今後増えてくると予想されるが，その実施方法は模索中の段階である．これは企画告知や参加

の動機付けの方法，商品への興味の持続性などをはじめとする，消費者の声のつかみ方への工

夫の大切さを示しているものといえる．しかしひとたび消費者参加型商品開発が消費者との協

働システムとして成立せさることができれば，他者が容易に同様システムを成立させることは

できず，追随することを困難にさせる．商品開発のひとつの手法としてではなく，商品に対す

る態度や使用シーン，評価軸を，テーマを意識しない自由意見の背景から読み取れるようなマー

ケティング手法としての活用も視野に入れて，インターネットの活用を検討する必要がある．
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